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地方独立行政法人宮城県立こども病院の業務実績に関する 

     評価の考え方について 

 

平成１９年 １月２９日 

一部改正平成２８年 ７月 ４日 

一部改正平成３０年 ７月 ６日 

一部改正令和 元年 ６月１９日 

一部改正令和 ２年 ６月 ９日 

一部改正令和 ４年 １月２４日 

                                    

 この「評価の考え方」は、地方独立行政法人宮城県立こども病院評価委員会（以下「委

員会」という。）から意見を聴取し、県が行う地方独立行政法人宮城県立こども病院（以

下「法人」という。）の業務実績評価の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

１ 評価の基本方針 

  法人の業務運営の改善やサービス水準の向上等に資するため、法人の業務に関し、

公共性及び透明性を確保するべく、県民の視点に立って、財務評価のみならず、社会

的な観点からも評価を行うこととし、その評価の種類は、次の２つとする。 

  (1) 各事業年度に係る業務の実績に関する評価 

  当該事業年度における中期計画の実施状況の調査・分析をし、当該事業年度にお

ける業務の実績の全体について総合的に評価するものとする。 

  (2) 中期目標に係る業務の実績に関する評価 

   当該中期目標の期間における中期目標の達成状況の調査・分析をし、当該中期目

標の期間における業務の実績の全体について総合的に評価するものとする。 

 

２ 各事業年度に係る業務の実績に関する評価の方法 

  中期計画等に掲げた項目ごとに行う「項目別評価」と業務実績全体の状況について

行う「全体評価」の２つを併せて行うものとする。 

  (1) 項目別評価 

   項目別評価は、中期計画及び年度計画の個別項目ごとの進捗状況について、次に

より評価するものとする。 

 ① 業務の実施状況を幅広く把握し、可能な限り客観的な評価の実施に努める。 

 〈留意点〉 

   ＊ 業務実績に目標数値がある場合にはその達成度合及びその他考慮すべき要因

を勘案し、総合的に評価する 

    なお，業務実績に目標数値がない場合には，具体的な業務実績を把握して評

価する 

＊ 業務実績に影響を及ぼした要因、予期せぬ事情の変化等についても考慮する 

   ＊ 業務実績と中期計画・年度計画との間に乖離が生じた場合にはその発生理由

等を把握し、その妥当性等について評価する 

  ＊ 予算・収支計画について実績と計画との間に大きな差異がある場合にはその

発生理由等を把握し、その妥当性等について評価する 

＊ 経年比較が可能な事項については、適宜その結果を参考にして評価する 
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  ＊ 財務内容の評価に当たっては、法人から提出される財務諸表等を参考とする 

② 判定基準として、以下の５段階で評定し、原則としてその理由を付記する。な

お、評価項目に小項目を設けている場合にも準用する。 

〈判定基準〉 

「Ｓ」： 当該法人の業績向上努力により、中期計画における所期の目標を量的

及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる 

・ 定量的指標の対中期計画値（又は対年度計画値）が110％以上で、か

つ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合、又は定量的指

標の対中期計画値（又は対年度計画値）が100％以上で、かつ困難度が

「高」とされており、かつ質的に顕著な成果が得られていると認めら

れる場合 

        ・ 定量的指標で評価できない項目についてはS評価なし 

    「Ａ」： 当該法人の業績向上努力により、中期計画における所期の目標を上回

る成果が得られていると認められる 

・ 定量的指標の対中期計画値（又は対年度計画値）が110％以上、又は

定量的指標の対中期計画値（又は対年度計画値）が100％以上で、かつ

困難度が「高」とされている場合 

・ 定量的指標がない項目においては目標の水準を上回る場合 

「Ｂ」： 中期計画における所期の目標を達成していると認められる 

・ 定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の100％以

上 

・ 定量的指標がない項目においては目標の水準を満たしている場合

（「Ａ」に該当する事項を除く） 

    「Ｃ」： 中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する 

・ 定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％

以上 100％未満 

・ 定量的指標がない項目においては目標の水準を満たしていない場

合（「Ｄ」に該当する事項を除く） 

    「Ｄ」： 中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める 

・ 定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の80％未

満、又は業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必

要があると認められる場合 

・ 定量的指標がない項目においては目標の水準を満たしておらず、業

務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると

認められる場合を含む、抜本的な業務の見直しが必要な場合 

  〈判定基準に係る留意事項〉 

   （ⅰ） 各事業年度に係る業務の実績に関する評価を行う際に、困難度を判定する

ものとする。なお、困難度については、法人の現状・直面する課題及び取り

巻く環境の変化を踏まえ、通常求められるべき水準を明らかに超える水準が

設定されているなど、当該目標の達成には相当の努力を必要とされることが

合理的かつ客観的に明らかである場合に「高い」とする。 

（ⅱ） 困難度の高いとした項目に限り、評定を一段階引き上げることについて考

慮する。 
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その際、上記判定基準に基づくと「Ａ」となるものについては、質的に顕

著な成果が得られていると認められる場合に限り、「Ｓ」とすることについ

て考慮する。また、上記判定基準に基づくと「Ｃ」となるものについては、

具体的な業績改善の取組が実施されている場合に限り、「Ｂ」とすることに

ついて考慮する。さらに、上記判定基準に基づくと「Ｄ」となるものについ

ては、「Ｄ」となる場合のうち、「業務運営の改善その他の必要な措置を講

ずることを命ずる必要があると認められる場合」については、評定を一段階

引き上げることを認めないこととし、それ以外の場合については、具体的な

業績改善の取組が実施されている場合に限り、「Ｃ」とすることについて考

慮する。 

評定を引き上げる場合は、評定を引き上げるにふさわしいとした根拠に

ついて、具体的かつ明確に記述するものとする。 

  (2) 全体評価 

  全体評価は、(1)の項目別評価の結果を踏まえ、次のような観点から中期計画の進

行状況や達成度について、記述式により評価するものとする。 

① 法人の設立目的に照らし、業務により得られた成果が、県民の健康の確保及び

増進にどの程度寄与されたか。 

    〈留意点〉 

＊ 周産期・小児医療分野における高度専門医療及び高度な療育サービスの集約

的提供や県全体の周産期・小児医療、療育水準の向上を図るといった、県の担

うべき、政策医療・療育が確実に実施されているか 

＊ 患者・家族の視点に立った県民に満足される安心・安全で質の高い医療・療

育の提供、質の高い医療従事者や療育関係職員の育成に努めるなど、県民の医

療・療育需要の変化に的確に対応するための取り組みを行っているか 

② 地方独立行政法人制度の基本理念である公共性、透明性及び自主性の視点から、

適正かつ効率的に業務を実施されたか。 

    〈留意点〉 

   ＊ 県民に対する説明責任を重視し、病院・施設の運営状況等を明らかにするよ

う努めるなど、透明性が図られているか 

＊ 目標とする業績を達成できるよう、法人の業務・組織の全体的な効率化が図

られているか 

＊ 法人としての利点を生かした自律的・弾力的な業務運営がなされているか 

  (3) 具体的な実施方法 

   次の手順により評価を行うものとする。 

  ① 法人 

   ◇ 毎年６月末までに前年度の業務の実績を明らかにした報告書を作成し、県へ

提出する。 

   ◇ 業務実績を自己点検し、その状況を項目ごとに自己評価（(1)の②の判定基準

を準用し、評価に至った理由等を付記）するとともに、委員会における評価の

際に参考となるよう、必要に応じ、関係する客観的な資料を提出する。 

  ② 委員会 

   ◇ 法人からの事業説明などを通じ、法人の自己点検・評価等に対して意見を述

べる。 

   ◇ 県が作成した評価案に対して、意見を述べる。 
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  ③ 県 

◇ 法人の自己点検・評価等に対する委員会委員の意見を参考に、県としての評

価案を作成する。 

   ◇ 作成した評価案に対する委員会委員の意見を勘案し、評価を確定させるとと

もに、評価結果を法人及び委員会に通知し、議会に報告する。 

 

３ 中期目標に係る業務の実績に関する評価の方法 

  中期目標等に掲げた項目ごとに行う「項目別評価」と業務実績全体の状況について

行う「全体評価」の２つを併せて行うものとする。 

  (1) 項目別評価 

   項目別評価は、中期目標の個別項目ごとの進捗状況について、次により評価する

ものとする。 

① 業務の実施状況を幅広く把握し、可能な限り客観的な評価の実施に努める。 

    〈留意点〉 

   ＊ ２の(1)の①に同じ 

 ② 判定基準として、以下の５段階で評定し、原則としてその理由を付記する。な

お、評価項目に小項目を設けている場合にも準用する。 

〈判定基準〉 

「Ｓ」： 当該法人の業績向上努力により、中期目標における所期の目標を量的及

び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる 

・ 定量的指標の対中期目標値が110％以上で、かつ質的に顕著な成果が

得られていると認められる場合、又は定量的指標の対中期目標値が100

％以上で、かつ困難度が「高」とされており、かつ質的に顕著な成果が

得られていると認められる場合 

・ 定量的指標で評価できない項目については S 評価なし 

    「Ａ」： 当該法人の業績向上努力により、中期目標における所期の目標を上回

る成果が得られていると認められる 

・ 定量的指標の対中期目標値が110％以上、又は定量的指標の対中期目

標値が100％以上で、かつ困難度が「高」とされている場合 

・ 定量的指標がない項目においては目標の水準を上回る場合 

「Ｂ」： 中期目標における所期の目標を達成していると認められる 

・ 定量的指標においては対中期目標値の100％以上 

・ 定量的指標がない項目においては目標の水準を満たしている場合

（「Ａ」に該当する事項を除く） 

    「Ｃ」： 中期目標における所期の目標を下回っており、改善を要する 

・ 定量的指標においては対中期目標値の 80％以上 100％未満 

・ 定量的指標がない項目においては目標の水準を満たしていない場合

（「Ｄ」に該当する事項を除く） 

    「Ｄ」： 中期目標における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた、

抜本的な改善を求める 

・ 定量的指標においては対中期目標値の80％未満、又は業務運営の改善

その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認められる場

合 

・ 定量的指標がない項目においては目標の水準を満たしておらず、業務
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運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認

められる場合を含む、抜本的な業務の見直しが必要な場合 

  〈判定基準に係る留意事項〉 

（ⅰ） 中期目標に係る業務の実績に関する評価を行う際に、困難度を判定するも

のとする。なお、困難度については、法人の現状・直面する課題及び取り巻

く環境の変化を踏まえ、通常求められるべき水準を明らかに超える水準が設

定されているなど、当該目標の達成には相当の努力を必要とされることが合

理的かつ客観的に明らかである場合に「高い」とする。 

（ⅱ） 困難度の高いとした項目に限り、評定を一段階引き上げることについて考

慮する。 

その際、上記判定基準に基づくと「Ａ」となるものについては、質的に顕

著な成果が得られていると認められる場合に限り、「Ｓ」とすることについ

て考慮する。また、上記判定基準に基づくと「Ｃ」となるものについては、

具体的な業績改善の取組が実施されている場合に限り、「Ｂ」とすることに

ついて考慮する。さらに、上記判定基準に基づくと「Ｄ」となるものについ

ては、「Ｄ」となる場合のうち、「業務運営の改善その他の必要な措置を講

ずることを命ずる必要があると認められる場合」については、評定を一段階

引き上げることを認めないこととし、それ以外の場合については、具体的な

業績改善の取組が実施されている場合に限り、「Ｃ」とすることについて考

慮する。 

評定を引き上げる場合は、評定を引き上げるにふさわしいとした根拠に

ついて、具体的かつ明確に記述するものとする。 

  (2) 全体評価 

  全体評価は、(1)の項目別評価の結果を踏まえ、次のような観点から中期目標の進

行状況や達成度について、記述式により評価するものとする。 

① 法人の設立目的に照らし、業務により得られた成果が、県民の健康の確保及び

増進にどの程度寄与したか。 

    〈留意点〉 

   ＊ ２の(2)の①に同じ 

  ② 地方独立行政法人制度の基本理念である公共性、透明性及び自主性の視点から、

適正かつ効率的に業務が実施されたか。 

    〈留意点〉 

      ＊ ２の(2)の②に同じ 

  (3) 具体的な実施方法 

 ① 暫定評価 

 評価結果を次期中期目標策定等へ反映させるため、次の手順により中期目標期

間最終年度において暫定評価を行うものとする。 

    ⅰ 法人 

    ◇ 中期目標最終年度の６月末までに中期目標期間の業務の実績を明らかにし

た暫定報告書を作成し、県へ提出する。 

    ◇ 業務実績を自己点検し、その状況を項目ごとに自己評価（(1)の②の判定基

準を準用し、暫定評価に至った理由等を付記）するとともに、評価の際に参

考となるよう、必要に応じ、関係する客観的な資料を提出する。 

   ⅱ 委員会 
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    ◇ 法人からの事業説明などを通じ、法人の自己点検・評価等に対して意見を

述べる。 

    ◇ 県が作成した暫定評価案に対して、意見を述べる。 

      ⅲ 県 

    ◇ 法人の自己点検・評価等に対する委員会委員の意見を参考に、県としての

暫定評価案を作成する。 

    ◇ 作成した暫定評価案に対する委員会委員の意見を勘案し、暫定評価を確定

させるとともに、暫定評価結果を法人及び委員会に通知し、議会に報告する。 

  ② 最終評価  

    中期目標期間終了後、①の暫定評価結果を踏まえつつ、次の手順により最終評

価を行うものとする。 

      ⅰ 法人 

    ◇ 中期目標期間終了後、翌年度の６月末までに中期目標期間の業務の実績を

明らかにした最終報告書を作成し、委員会へ提出する。 

    ◇ 業務実績を自己点検し、その状況を項目ごとに自己評価（(1)の②の判定基

準を準用し、最終評価に至った理由等を付記）するとともに、評価の際に参

考となるよう、必要に応じ、関係する客観的な資料を提出する。 

   ⅱ 委員会 

   ◇ 法人からの事業説明などを通じ、法人の自己点検・評価等に対して意見を

述べる。 

    ◇ 県が作成した最終評価案に対して、意見を述べる。 

ⅲ 県 

 ◇ 法人の自己点検・評価等に対する委員会委員の意見を参考に、県としての 

  最終評価案を作成する。 

    ◇ 作成した最終評価案に対する委員会委員の意見を勘案し、最終評価を確定

させるとともに、最終評価結果を法人及び委員会に通知し、議会に報告する。 

 

４ その他 

  この「評価の考え方」について、改正を必要とする場合は、委員会において協議し、

改正する。 

  この「評価の考え方」については、令和４年度以降に係る業務実績評価より適用し、

それより前に係る業務実績評価については、なお従前のとおりとする。 
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【業務実績評価体系】 

                            

       <評価の種類>                                       <評価方法> 

 

 

 

 

各事業年度評価※ 

  

項目別評価、全体評価 

 

 

   

 〔※当該事業年度の業務実績評価〕    <実施方法> 

  

暫定評価＊ 

  

項目別評価、全体評価 

 

  

   

 

  

 

 

 

中期目標期間評価※ 

         

 

 

   

   

最終評価 

  

項目別評価、全体評価 

 

 〔※中期目標期間の業務実績評価〕   

    

 

 

 

 

〔＊次期目標等への反映〕 


